
「物流の2024年問題」に係る実態調査結果【荷主事業者】

調査開始日：令和6年9月4日

調査対象者：農業、林業、漁業、製造業、卸売業、小売業、建設業（1,466社）

調 査 方 法 ：アンケート調査による定量調査

回 答 件 数 ：206社（回答率14.05％）

はい
140社,85%

いいえ24社,15%

問3 労働時間規制の適用後もこれまで通りの配送ができいるか
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問1 貴社の業種

急な納品依頼に制限 
9社, 37%

その他
7社, 29%

配送回数が減少, 
3社, 13%

遠方への配送ができなくなった
3社, 13%

配送に要する日数が増加, 2社, 8%

問4 「問3：いいえ」どのような影響が発生
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問2 主な輸送先 （複数回答）



取組を実施する予定はない, 106社, 68%
取組を実施している, 29社, 18%

取組の実施を検討している, 22社, 14%

問7 「物流の2024年問題」に対する取組の実施

はい 
139社, 87%

いいえ  21社, 13%

問5 原材料等はこれまでどおり調達できているか

15社, 21%

13社, 18%

13社, 18%
10社, 14%

6社, 8%
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3社, 4%
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問8 「問7：取組を実施している」の実施内容

出荷に合わせた生産・荷造り
運送を考慮した出荷予定時刻の設定
出荷情報の事前提供
入出庫業務の効率化に資する機材等の配置
配送管理・予約受付等システム導入
混雑を避けた出荷
標準パレットの活用
施設の改善
発送量の適正化
物流コストの可視化

出荷・納品スケジュール維持
,14社,78%

長距離輸送の維持,14社,22%

問9 「問7：実施内容」実施による効果

原材料価格が高騰 14社,52%
着荷の遅延が発生9社, 33%

急な発注依頼に制限3社,7%

その他2社, 8%

問6 「問5：いいえ」どのような影響が発生



13社, 
27%

7社, 15%

6社, 13%
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4社, 8%

3社, 6%

2社, 4%

2社, 4%
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問10 「問7：取組の実施を検討している」検討内容

出荷に合わせた生産・荷造り
混雑を避けた出荷
運送を考慮した出荷予定時刻の設定
出荷情報の事前提供
入出荷業務の効率化に資する機材等の配置
発送量の適正化
配送管理・予約受付システム導入
標準パレットの活用
物流コストの可視化
施設の改善

はい
87社, 61%

いいえ
56社, 39%

問11 運送事業者から「物流2024年問題」に伴う運賃の値上げ交渉はあったか

値上げに応じた（価格転嫁を行った）
 52社, 61%

値上げに応じた（価格転嫁できていない）
, 25社, 30%

値上げを検討中, 5社, 6%

交渉に応じていない, 2社, 2%

その他, 1社, 1%

問12  「問11：はい」交渉の結果



特に要望はない
, 116社, 78%

要望があり,改善を行った
, 21社, 14%

要望があり、改善を検討している, 10社, 7%
要望はあったが改善を行っていない, 1社, 1%

問14 運送事業者からの荷役作業・荷待時間の改善要望

把握している, 54社, 39%

ある程度把握している, 42社, 31%

あまり把握していない, 29社, 21%

全く把握していない, 8社, 6%
その他, 4社, 3%

問15 運送事業者又は自社配送における荷役作業・荷待時間の実態把握

価格転嫁が困難なため 52社, 62%

取引先が交渉に応じてくれない, 25社, 30%

値上げの根拠が不明確, 5社, 6%

その他, 2社, 2%

問13  「問12：値上げを検討中」検討中とした理由


